







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































２ 伊藤正己『憲法』弘文堂 1982年 177頁。







































































































７ 佐藤幸治『日本国憲法と法の支配』有斐閣 2002年 26頁。




１２ 新井隆一『租税法の基礎理論（第三版）』日本評論社 1997年 2頁。
１３ 清永敬次『税法（第 7版）』ミネルヴァ書房 2007年 2頁。




１６ 金子宏『租税法（第 17版）』弘文堂 2012年 8頁。
１７ 金子・前掲注１６ 8頁。











２０ 畠山武道・渡辺充『租税法』青林書院 2000年 9頁。
２１ 畠山・渡辺・前掲注２０ 10頁。






２８ 金子宏『所得概念の研究』有斐閣 1995年 29頁。
２９ 水野・前掲注２２ 6頁。
３０ 北野・前掲注１８ 33頁。






















































































































































５３ 木村弘之『租税法総則』成文堂 1998年 80頁。
５４ 木村・前掲注５３ 80頁。
５５ 木村・前掲注５３ 80頁。





















有する」（最高判平成 23・9・22判例時報 2132号 41頁）等の観点を、「総合的に勘案

















































６９ 長谷川博「韓国の『納税者保護担当官』制度」『租税訴訟学会』4号 2010年 21頁。
７０ 金子宏名誉教授は、「不確定概念を用いた場合には、その規定は課税要件明確主義に
－１３４－ 日本経大論集 第４２巻 第１号
反し無効である」（金子・前掲注１６ 76頁）と称された上で、「中間目的ないし経験概
念を内容とする不確定概念であって、これは一見不明確に見えても、法の趣旨・目的
に照らしてその意義を明確になしうる」（金子・前掲注１６ 76頁）と、極めて傾聴すべ
き「不確定概念論」を提起されているが、しかし、その「中間目的」「経験概念」を
具体的に提起しないと、結局は、「租税法律主義」の問題に拮抗することになる。
７１ 金子宏名誉教授は、「ルール・オブ・ローが租税法の分野では、民主主義と自由主義
という二つの思想源流をもっており、その混合物であることである。（中略・引用者）
租税法の立法・解釈および適用に当たっては、この二つの源流に同時に適合するよう
に最大限の努力を払う必要があると考える」（金子宏『租税法理の形成と解明（上
巻）』有斐閣 2011年 117‐119頁）と称されているが、現代の基本的人権のあり方から
すると、当該ルール・オブ・ローは、従来型の法治主義論に帰結することになろうか。
税法の原理Ⅰ －１３５－
